
１．はじめに

　「鉄道に関する技術上の基準を定める省令（国土交通
省令第 151号）」が 2001年に仕様規定から性能規定に
移行したことを受け，解釈基準としての鉄道構造物等設
計標準（以下，設計標準）についても性能照査型設計法
への移行が進められている。鉄道トンネルに係る設計標
準については，2014年以降，学識経験者，鉄道事業者
等からなる委員会が設置され，性能照査型設計法の導入
について検討が進められ，2021年 4月に，国土交通省
鉄道局から鉄道事業者に対して通達として示されたとこ
ろである。本展望解説では，鉄道におけるトンネルの設
計技術の動向と，性能照査型設計法が導入された新しい
鉄道トンネルの設計標準の概要を紹介する。

２．鉄道におけるトンネルの設計技術の動向

　性能照査型設計法は，建設コストの縮減や設計の自由
度を向上するものとして注目されている。具体的には，
①新技術，個別事情への柔軟な対応が可能である，②性
能に関する情報が開示され，構造物の性能が数値的に明
示されることにより，一般ユーザーにも理解しやすいも
のとなる，③建設時だけでなく，その後の性能を評価す
ることにより，ライフサイクルコストの評価への展開が
期待できる，などのメリットが一般に知られているが，
これら以外にも，構造物に生じている変状に対応する性
能項目を，数値的または経験的に直接検討する（例えば，

沈下→安定性，材料劣化→耐久性，内空変位→空間保持
など）ことにより，より安全かつ長寿命な構造物の設計
に寄与するというメリットもある。
　図 1に設計標準の性能照査型設計法への移行の状況
を示す。橋梁に係る標準については 2017年度の複合標
準の移行をもって，地盤に係る標準については 2012年
度の基礎・土留め標準の移行をもって完了している。一
方，トンネルに係る標準については，開削トンネルは，
鉄道構造物等設計標準・同解説（開削トンネル）（以下，
開削標準），シールドトンネルは，同（シールドトンネル）
（以下，シールド標準），山岳トンネルは，都市部の山
岳トンネルについて，同（都市部山岳工法トンネル）（以
下，都市部山岳標準）が刊行されているが，最も刊行時
期が遅い開削標準でも発刊されてから 20年以上が経過
しており，移行が急務となっていた。
　このような背景の下，トンネル 3工法のうち，比較的
移行しやすいと考えられた開削標準の改訂から着手する
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こととし，国土交通省の監修のもと，2014年 1月に「鉄
道構造物等設計標準（開削トンネル）に関する委員会
（委員長：小山幸則 立命館大学 客員教授）」が設立さ
れた。その後，2016年 1月に「鉄道構造物等設計標準
（シールドトンネル）に関する委員会（委員長：赤木寛
一 早稲田大学 教授）」と「鉄道構造物等設計標準（山
岳トンネル）に関する委員会（委員長：朝倉俊弘 京都
大学 名誉教授）」が設立された。これらについて，各委
員会 3年間の審議を経て，それぞれの最終委員会におい
て改訂原案を得るに至った。

３．新しい設計標準の概要

　新たに制定された，鉄道構造物等設計標準・同解説（ト
ンネル）（以下，トンネル標準）が対象とする鉄道トン
ネルを図 2に示す。鉄道トンネルとは「鉄道に関する技
術上の基準を定める省令」で対象としている鉄道構造物
のうち，図 2（a）に例示した内空を列車が走行する地中
構造物をいい，これに該当する駅間のトンネルや地下駅
のほか，トンネルと一体の立坑等も含まれる。一方，図
2（b）に例示した地上の列車を支持するがその内空には
列車が走行しない地中構造物は鉄道トンネルに含まれな
いとしたが，地上の列車が安全かつ快適に走行する必要
があることから，これを設計する際には，トンネル標準
を準用してよい。
　トンネル標準は図 3のように 4編構成とし，第Ⅰ編
で，施工法や形状等によらず，すべての鉄道トンネルを
包括する調査，構造計画および性能照査の原則を定め，
第Ⅱ編～第Ⅳ編で，第Ⅰ編を満足する具体的な方法のう
ち標準的な方法を示している。なお，設計標準の冊子と
しての構成は，ユーザーが使いやすいよう，図 3に示す
ように，代表的な 3工法について，第Ⅰ編と対応する第
Ⅱ編～第Ⅳ編のそれぞれとからなる構成とした。
　鉄道土木構造物に係る設計標準としては，コンクリー
ト標準，鋼・合成標準，複合標準などがある。図 4にト
ンネル標準と他の設計標準との関連を，コンクリート標
準，鋼・合成標準，複合標準を例にとり示す。これらの
設計標準は，材料レベル，部材レベル，構造物レベルの
すべてのレベルについて記述しているが，トンネル標準
では，構造物レベルについて，トンネル固有の事項（照
査項目，作用の組み合わせ，応答値の算定等）を記述す
ることとし，材料レベル，部材レベルについては，引用
元の標準と同じ事項は原則記述せず，関連標準を参照す
るものとした。同様に，調査や地盤については基礎標準
に，地震の影響や，地震時の照査については耐震標準に
よるものとした。これは，関連する設計標準が改訂され
た時に不整合が生じないようにするためである。
　鉄道構造物としての要求性能と，これに基づき定める

鉄道トンネルに係る性能項目は，構造物種別はもとより，
構造形式や施工法によらず線区ごとに同一とする必要が
ある。表 1に，要求性能と性能項目・照査指標の例を示
す。鉄道トンネルでは，内空保持の観点が重要であり，
走行安全性において内空の変位・変形等を，また，水密
性に関する使用性において漏水等を照査指標として挙げ
ている。
　性能照査では，他の設計標準と同様，要求性能および
性能項目に対して，これと等価な限界状態を設定し，鉄
道トンネルが限界状態に達しないことを照査することと
し，一般には，式 (1)を満足することを確認することと
した。

γi･IRd／ILd≦1.0 (1)

　IRd：設計応答値，ILd：設計限界値，γi：構造物係数
　適合みなし仕様による設計を用いることや，前提条件

図２　対象とする鉄道トンネル

図３　トンネル標準の編構成

図４　トンネル標準と他設計標準との関連
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が明確になっている場合については，これを確認するこ
とをもって性能項目を満足したものとみなすことができ
ることとし，これらの性能項目の具体的な取り扱いにつ
いては，第Ⅱ編～第Ⅳ編に示している。表 2に各編の目
次構成を示す。

４．開削トンネルの改訂の要旨９）

　改訂後の開削トンネルの設計標準の冊子体（鉄道構造
物等設計標準・同解説（トンネル・開削編））は，図 3
に示すように第Ⅰ編と第Ⅱ編とから構成される。トンネ
ル標準・開削編には，鉄道構造物の建設等に用いる掘削
土留め工設計指針が付属する。
　前述したように，開削トンネル本体の設計に性能照査
型設計法を導入して，より柔軟な設計を可能とすること
を改訂の柱とし，性能項目ごとの具体的な取り扱いのほ
か，具体的な応答値の算定や限界値の設定について，開
削トンネル特有の施工・環境条件を考慮できる方法や，
様々な構造・地盤条件に対応できる方法を充実させた。
　以下，開削トンネルの改訂の要旨を紹介する。

4. 1　維持管理を踏まえた記述の充実
　鉄筋コンクリート部材の設計曲げひび割れ幅，設計か
ぶりなどについて，他の設計標準に準じて設定できるよ
うにするとともに，事例分析を踏まえて具体的な設定方
法を例示した。
　例えば，開削トンネルに発生する曲げひび割れは，コ
ンクリートの収縮とクリープの影響だけでなく，供用中
の土水圧の変動の影響を受ける。これらの影響について
は前述したように開削トンネルの施工条件や地下環境を
考慮して「コンクリート標準」に準じて算定することと
し，合わせて曲げひび割れ幅の変動を考慮する係数 k4

で考慮してもよいこととした。また，鉄筋コンクリート
部材のかぶりについても，直接土に打ち込む場合を除き，
「コンクリート標準」に準じて設定することとした。
　鋼材腐食の原因となる塩化物イオンについては，開削
トンネルの場合，施工時の初期塩化物イオンの影響を除
くと，主として地下水に含まれる塩化物イオンに起因す
ると考えられる。そこで，ドイツの水質成分濃度の評価
基準（DIN：ドイツ工業規格）や水道水の水質基準を参
考に，建設地点における地下水の塩化物イオン濃度が
200mg/L以下の場合，一般に，その検討を省略してよ
いこととした。なお，実構造物の調査結果および浸透流
解析結果から，地下水の塩化物イオン濃度が 200mg/L
以上となる箇所として埋立地や感潮河川から 100m以内
の範囲が想定されることを示した（図 5）10）。このよう
な箇所においては，必要に応じてエポキシ樹脂塗装鉄筋
を用いる等の別途の対策も考慮して検討するのがよいと
した。

4. 2　大規模地下駅における応答値の算定法の見直し
　開削トンネルの設計では，一般に地盤をばねでモデル
化するが，地盤反力係数の算出においては，載荷幅の依
存性を考慮し，載荷幅が大きくなると係数を低減するこ
とになっている。近年，大規模な地下駅が増加している
が，この場合，計算される地盤反力係数が小さくなる。
ここで，実際の地盤は，変位レベルが大きくなるに従い

表１　要求性能と性能項目・照査指標の例

表２　各編の目次構成
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地盤反力係数が小さくなる傾向があるが，一般的な開削
トンネルではく体の重量は掘削土の重量よりも小さいこ
と，く体の部材剛性はく体寸法に応じて相応に確保され
ることを鑑み，変位レベルが小さいときに地盤反力係数
が過小評価されないように，一般的な開削トンネルの幅
である 10mを超える大断面開削トンネルでは，地盤修
正係数ρgkを導入して地盤反力係数を補正することにし
た。補正の例を図 6に示す。

4. 3　地下連続壁を本体利用する場合の性能照査法
　地下連続壁を本体利用する開削トンネルの設計では，
施工時の設計と本体構造物の設計を個別に行う分離計算
法の適用例が多い。しかし，本体利用時は施工時の応力
を受けたまま構造物として構築される実態を考慮する
と，本計算法は必ずしも実情に即した手法であるとは言
い難い。一方で，施工時から完成まで一連で解析を行う
方法である一体計算法は，施工過程を考慮できるが，計
算が煩雑である，施工手順に沿って計算を行う必要があ
るなどの短所を有していた。そこで，施工時の残留応力
を考慮することができ，一体計算法に近い計算結果が得
られ，かつ，計算が煩雑になりすぎない擬似一体解析（図
7）を適用できるようにした12）。あわせて，最近鉄道で

も採用事例が見られるようになったソイルセメントタイ
プの鋼製地下連続壁（図 8）に対して，具体的かつ標準
的な性能照査の手法を示した。

５．シールドトンネルの改訂の要旨

　改訂後のシールドトンネルの設計標準の冊子体（鉄道
構造物等設計標準・同解説（トンネル・シールド編））は，
図 3の第Ⅰ編と第Ⅲ編とから構成される。
　現在，シールドトンネルの本体の設計は，1997年に
制定されたシールド標準により行われている。シールド
標準では，セグメントをはり，周方向継手を回転ばね，
軸方向継手をせん断ばね，地盤を地盤ばねでモデル化す
る，はり―ばねモデル（図 9）が新たに導入された。こ
こで，周方向継手の回転ばね特性（継手回転角―モーメ

図６　地盤反力係数の補正の例11）

図５　‌�漏水調査において高い塩化物イオン濃度が確認さ
れた範囲

図７　擬似一体解析の概念12）

図８　ソイルセメントタイプの鋼製地下連続壁10）

図９　2リングはりばねモデル
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ントの関係）について，バイリニアモデルやトリリニア
モデル等が提案され，構造モデルや有限要素法，継手曲
げ試験により継手ばね定数を算出する方法が示されてい
る。その他，土水圧，地盤反力係数等の作用の算定の考
え方も全周ばねモデルに即したものが定められた。
　今回，シールドトンネルの設計に性能照査型設計法を
導入するにあたり，上記したような構造モデルについて
はシールド標準から引き継ぐこととし，性能照査型設計
法の導入にあたり必要な追加検討を行った。性能項目ご
との具体的な取り扱いのほか，具体的な応答値の算定や
限界値の設定について，シールドトンネル特有の施工・
環境条件を考慮したうえで，様々な構造・地盤条件に対
応できる方法に関する記述を充実させた。以下，シール
ドトンネルの改訂の要旨を紹介する。

5. 1　側方土圧係数の見直し
　シールドトンネルの設計においては，鉛直土圧（緩み
土圧／全土圧等）や，側方土圧，水圧等の作用を考慮す
ることになっている（図 10）。ここで，側方土圧につい
ては鉛直土圧に，地盤の N値により定まる側方土圧係
数λを乗じることにより求めるが，側方土圧係数に関
して，これまでの設計事例や施工結果をふまえ，一部見
直しを行った。さらに，硬質で良好な粘性土においては，
これまで側方土圧係数の目安が示されていなかったが，
今回新たに目安（表 3）を示し，側方土圧が適切に設定
できるようにした。これにより，覆工の設計の適正化が
図られることが期待される。

5. 2　大断面トンネルにおける応答値の算定法の見直し
　シールドトンネルの設計では，地盤とトンネルとの相
互作用を地盤ばねでモデル化する。シールドトンネルに
おける半径方向の地盤反力係数は，変形係数の異なる裏
込注入と周辺地盤の 2層系の変形特性を考慮して，トン
ネルの半径に反比例するとする，Muir Woodの理論解
式を用いて算出することになっている。近年，大断面の
シールドトンネルが増加しているが，この場合，計算さ
れる地盤反力係数が小さくなる。一方で，覆工の存在に
より，大断面シールドトンネル等においても変形が抑制
されると考えられることから，変位レベルが小さいとき
に地盤反力係数が過小評価されないように，一般的な
シールドトンネルの幅である 10m（半径 5m）を超える
大断面シールドトンネル等では，地盤修正係数ρgkを導
入して地盤反力係数を補正できるようにした。補正の例
を図 11に示す。地盤反力係数の補正により応答値の適
正化が図られ，RCセグメントの適用範囲が広がること
が期待される。

６．山岳トンネルの改訂の要旨

　改訂後の山岳トンネルの設計標準の冊子体（鉄道構造
物等設計標準・同解説（トンネル・山岳編））は，図 3
の第Ⅰ編と第Ⅳ編とから構成される。以下，山岳トンネ
ルの改訂の要旨を紹介する。

6. 1　設計標準の適用範囲の拡大
　現在，山岳トンネルの覆工およびインバートの設計は，
都市部に建設されるトンネルについてのみ，2002年 3
月に制定された都市部山岳標準により行われている。
　都市部のトンネルについては，土被りの比較的小さい
未固結または低固結度の土砂地山中に建設されることが
多いこと，トンネルに近接した工事による影響が考えら
れることなどを踏まえ，覆工およびインバートは防水型
の RC構造として設計することとなっている。
　一方，山岳部のトンネルについては，設計標準が整備
されておらず，トンネルの覆工およびインバートは，

表３　側方土圧係数（λ）の比較

図10　シールドトンネルの設計における一般的な作用

図11　地盤反力係数の補正の例13）
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RC構造として設計計算を行う坑口部や，それが適用で
きない特殊地山の場合等を除き，あらかじめ定められた
仕様である標準設計を適用することにより行われている。
　鉄道システムは，いろいろな種類の構造物から構成さ
れる線状のシステムであり，構造物の性能は定量的に明
示されるとともに，性能を評価する基準も同一であるべ
きと考えられる。今回の改訂にあたり，山岳部のトンネ
ルについても，鉄道構造物等設計標準・同解説（トンネ
ル）第Ⅳ編の適用範囲に含めるものとした。
　現在，ほとんどの山岳トンネルは，NATMにより施
工されている。NATMは，鋼製支保工，吹付けコンクリー
ト，ロックボルトからなる支保工を用い，地山の支保能
力を積極的に活用してトンネルを建設することに特色が
ある。掘削工法，支保工は，トンネルの安定に必要不可
欠なものであるが，一方で，地山を直接照査することは
困難であり，地山の安定に寄与する支保工においても性
能項目や限界値を設定して照査する方法等はないのが現
状である。また，実務では，実績のある仕様を基に掘削
工法や支保工を検討し，掘削，支保時の観察・計測によ
り，①変形がほぼ収束していること，②支保工が大きく
破壊していないこと等を確認することによって安全性を
担保してきたという実績がある。そこで，トンネル標準・
山岳編では，地山の安定を覆工およびインバートの照査
の前提として扱い，掘削工法や支保工の仕様を施工条件
として提示したうえで，観察・計測により，上記①，②
等を確認することをもって，覆工およびインバートの照
査の前提が満足されるとみなしてよいこととした。これ
を受け，表 2に示したように，第Ⅳ編では，第Ⅱ編，第
Ⅲ編にない，第 4章 地山の安定に関する検討が加えら
れている。

6. 2　適合みなし仕様の制定14）

　図 12に，地山条件別の覆工およびインバートの構造

と設計法を示す。大きく分けて，条件 1：自重以外の常
時の外力が想定される場合，条件 2：完成後に地山から
変位を受けることが想定される場合，条件 3：上記以外
の 3つに分類できると考えられる。それぞれの具体例と
して，条件 1：坑口部，小土被り部（含 都市部）等，条
件 2：膨張性を有する地山 等，条件 3：坑口部から中
に入り，風化した表層の影響が小さくなり十分安定した
地山 等　が挙げられる。
　条件 1では，RC構造として緩み土圧，全土圧等を作
用させた骨組解析を行って性能照査により設計すること
が考えられる。条件 2では，完成後の地盤変位が想定さ
れる場合は，例えば，文献 15で示したような方法によ
り性能照査を行うことが考えられる。条件 3では，無筋
コンクリート構造として，自重に対して問題ないことを
確認すれば良いと考えられるが，鉄道山岳トンネルは多
くの区間が条件 3に該当すると考えられるため，「適合
みなし仕様」を定め，これを用いて設計を行うことが簡
便と考えられる。
　条件③に該当するトンネルのために，現状の整備新幹
線の山岳トンネルでは大部分の区間において覆工および
インバートの標準設計が用いられていることと過去の設
計との整合も考慮し，標準設計を適合みなし仕様として
定めた。覆工の適合みなし仕様は，前記した条件③の場
合に用いることができる。なお，地山の変形が収束して
から覆工を施工することが適用にあたっての前提であ
る。インバートの適合みなし仕様は，上記に加えて，軌
道面の隆起のおそれがない場合，かつ軌道面の沈下の恐
れがない場合に適用することができる。適合みなし仕様
の詳細については，文献 14に示す。

6. 3　その他
　一般に山岳トンネルでは地震の影響は少ないとされて
いるが，坑口部等で地震の影響が完成後のトンネルに影

図12　覆工およびインバートの設計法の分類
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響する場合はこれを考慮するものとし，地震の影響を受
けやすい条件を示すとともに，10章 特殊な設計条件の
山岳トンネルにおいて，耐震設計の方法を記載した。な
お，地表断層変位や断層破砕帯等については，構造計画
において別途配慮するものとしている。

７．おわりに

　本展望解説では，鉄道におけるトンネルの設計技術の
動向と，新しい鉄道トンネルの設計標準の概要を紹介し
た。新しい設計標準により，新技術の導入が促進される
とともに，耐久性を有し，かつ維持管理のしやすいトン
ネルが建設されることを期待したい。
　最後に 3トンネルの「鉄道構造物等設計標準に関する
委員会」において審議を重ねていただいた，委員の方々
に深甚なる謝意を表する次第である。なお，これら一連
の検討は国土交通省委託による鉄道の技術基準整備のた
めの調査研究の一環として実施されたものである。
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